
 この度の与党による安保関連法案の強行採決はまさに巨大与党の暴挙であり、

国民に対する裏切り行為であると言わざるを得ません。 

 北朝鮮の脅威や中国の存在感の高まりを考えれば、我が国の安全保障体制

を見直していくことは必要であると考えます。しかし、政府案は「存立危機事態」

という極めて曖昧な要件で集団的自衛権行使を認めるものであり、その時の政

権の判断次第で、他国の戦争への関与が広がる恐れがあります。大多数の憲

法学者や歴代内閣法制局長官らも憲法違反との指摘をしています。 

 我が党も対案を提出しました。自衛権行使のための歯止めを明確にし、憲法

適合性も確保した法案です。 

 今国会での成立にこだわらず、慎重かつ徹底的に議論をし、国民の皆様への

理解が得られた上で採決すべきであったと考えます。 

安保法案 特集 

維新案  政府案 
今までの憲法への考え方に従い、日本の防

衛を徹底した合憲の法案。 

歯止めがなく日本の防衛の範囲を超えてし

まい憲法に違反する法案。 

安保関連法案、与党強行採決！ 
維新の党は、採決に応じず退席！ 

 

「旧来の憲法解釈・条文に基づいた立法趣旨

に基づいた解釈に収まっている。」 

「これ自体は合憲であるというのが共通の認

識。」（小林 節・慶応大名誉教授） 

「現実的にはほとんど制限的作用を果たさない、

まやかしの要件を設定したにすぎない。」 

「歯止めはないも同様。」 

「違憲立法。」（大森 政輔・元内閣法制局長官） 

７月１６日（木）、政府提出の安保関連法案が与党の強行

採決により、衆議院を通過しました。維新の党はこの安保

法案の採決には応じず退席をしました。我が国の安全保

障政策のあり方を大きく変える歴史的にも重要な法案で

あるにもかかわらず、国民の理解が十分に得られないま

ま成立させるわけにはいきません。審議の場は参議院へ

移りましたが、維新の党は日本が誤った方向に進むこと

がないよう、引き続きしっかり行動してまいります。 

 

坂本支部長の 

コメント 

○安倍総理が今国会での成立にこだわる政府案は「存立危機事態」という曖昧な 要件で集団的自衛権 

    の行使を認めるもの。歯止めが必要です。 

○維新は、責任政党として、違憲の政府案に代わる「合憲の独自案」を提出。 

○「自国防衛」のための自衛権行使、「専守防衛」を徹底します。 

○誰もが不安に感じる尖閣諸島など離島への脅威にはしっかり対処。政府法制 の不備を正すため、 

  「領域警備法」を提出しました。 

維新の考え 

▲ ７月１５日（水）、維新の党両院議員総会にて。 

   本会議での安保関連法案への対応を確認。 



自衛権行使の要件は？？ 

条約に基づき日本周辺において日本の防

衛にあたる外国の軍隊に対する武力攻撃が

発生し、これにより日本に対し武力攻撃が発

生する明白な危険がある場合。 

日本と密接な関係にある他国に対する武力

攻撃が発生し、これにより日本の存立が脅

かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の

権利が根底から覆される明白な危険がある

場合。 
――――政府案では、広く｢我が国と密接な関係にあ
る他国｣(米国に限らず)が武力攻撃を受ければ、必ず

しも日本に戦火が及ぶ可能性がなくても、「存立危機

事態」として集団的自衛権の行使が可能となる場合が

あります。 

海外派兵はすべて禁止する。武力行使に等

しい武器弾薬の提供、戦闘行動するために

発進準備中の航空機に対する給油・整備も

禁止。 

ホルムズ海峡などへの海外派兵が可能にな

る場合がある。武器弾薬の提供、戦闘行動

するために発進する準備中の航空機に対す

る給油・整備を行える。 

尖閣諸島などの離島への脅威にあたって

は「領域警備法」を整備。不十分だった警

備体制を整え、自衛隊・海上保安庁・警察

の連携を強化していく。 

政府案では離島への脅威については法制

上の対応がない。 

日本人が、唯一の被爆国、平和国家としての 
国際的地位に誇りを持ち続けられるよう、 
徹底審議を行い、歯止めをかけていきます。 

維新案  政府案 

自衛隊の活動は？？ 

尖閣諸島等の離島の警備は？？ 


